
　　　 　 　 　 　 　 　 　
　　　 　 　 　 　 　 　 　
　　　 　 　 　 　 　 　 　
　　　 　 　 　 　 　 　 　
　　　 　 　 　 　 　

※ファンドの騰落率は、各収益分配金（課税前）をその分配を行う日に全額再投資したと仮定して算出しています。
　 したがって、各期間の騰落率と実際の投資家利回りは異なります。

作成：国際投信投資顧問株式会社

ウィークリーレポート（販売用資料）

作成基準日：2012年3月23日

当ファンドは投資元本が保証されているものではなく、投資元本を割り込むことがあります。詳しくは、後記「ファンドに係る
リスクについて」を必ずご覧ください。また、巻末の「本資料に関してご留意頂きたい事項」を必ずご覧ください。

設定来の基準価額の推移

ファンドの運用状況(データは作成基準日現在）

ファンドの騰落率

課税前分配金の推移（１万口当たり）

※上記分配金は過去の実績であり、将来の成果をお約束するものではありません。
※収益分配金は一定の分配金額をお約束するものではなく、委託会社の判断により、分配を行わない場合もあります。

ワールド・リート・オープン（毎月決算型）
追加型投信／内外／不動産投信

期間 １ヵ月 ３ヵ月 ６ヵ月 １年 ３年 設定来

ファンド 5.2% 14.6% 21.3% 7.3% 98.2% 11.2%

第1期～第3期 第4期～第9期 第10期～第15期 第16期～第18期 第19期～第28期 第29期～第50期

40円 45円 60円 80円 90円 100円

第51期～第88期 第89期(12/2/10) 第90期(12/3/12) － － 設定来累計

75円 65円 65円 － － 7,070円
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純資産総額（右目盛）

課税前分配金再投資換算基準価額（左目盛）

基準価額（左目盛）

(億円）（円）

基準価額 4,295 円 基準価額(最高値：2007/2/9) 17,892 円
基準価額(最安値：2009/3/10) 3,430 円

※基準価額は１万口当たりです。 純資産総額 4,506.3 億円

※基準価額（1万口当たり）は、信託報酬控除後のものです。
※課税前分配金再投資換算基準価額は、当ファンドの公表している基準価額に、各収益分配金（課税前）をその分配を行う
   日に全額再投資したと仮定して算出したものであり、国際投信投資顧問が公表している基準価額とは異なります。
※上記は、あくまで過去の実績であり、将来の投資成果をお約束するものではありません。
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ポートフォリオの状況

ワールド・リート・オープン（毎月決算型）
追加型投信／内外／不動産投信

※当レポートの各数値は表示桁数未満で四捨五入して表示している場合がありますので、それを用いて計算すると誤差が生じること
   があります。
※「業種別比率」・「国・地域別比率」・「組入上位10銘柄」の比率はマザーファンドの対純資産比率です。
※現金等には未収・未払項目が含まれるため、マイナスとなる場合があります。

内訳 純資産比率 内訳 純資産比率
マザーファンド 99.5% 不動産投資信託証券 96.9%

― ― ― ―
現金等 0.5% 現金等 3.1%
合計 100.0% 合計 100.0%

ファンド マザーファンド

資産構成

ヘルスケア
15.4%

その他
6.2%

ホテル
1.1%

オフィス
11.4%

小売り
30.8%

産業用施設
1.0%

複合
18.2%

倉庫
3.7%

現金等
3.1% 住宅

9.0%

アメリカ
59.7%

カナダ
3.5%

オーストラリ
ア

14.7%

日本
0.2%

香港
2.9%イギリス

5.3%

シンガポール
3.4%

ベルギー
0.2%

ドイツ
0.4%

フランス
4.8%

オランダ
1.8%

現金等
3.1%

銘柄名 国・地域名 業種 純資産比率

1 ＨＣＰ アメリカ ヘルスケア 6.0%

2 ｻｲﾓﾝ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ アメリカ 小売り 5.7%

3 ﾍﾞﾝﾀｽ アメリカ ヘルスケア 4.0%

4 ｳｴｽﾄﾌｨｰﾙﾄﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ オーストラリア 小売り 3.4%

5 ｴｸｲﾃｨ･ﾚｼﾞﾃﾞﾝｼｬﾙ･ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨ･ﾄﾗｽﾄ アメリカ 住宅 3.4%

6 ﾘｵｶﾝ･ﾘｱﾙ･ｴｽﾃｰﾄ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ･ﾄﾗｽﾄ カナダ 小売り 3.0%

7 ｳﾆﾍﾞｲﾙ・ﾛﾀﾞﾑｺ フランス 複合 2.8%

8 CFS・ﾘﾃｰﾙ・ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨ・ﾄﾗｽﾄ オーストラリア 小売り 2.8%

9 ﾎﾞﾙﾅｰﾄﾞ・ﾘｱﾙﾃｨ・ﾄﾗｽﾄ アメリカ オフィス 2.7%

10 ﾒｲｽﾘｯﾁ アメリカ 小売り 2.7%

業種別比率 国・地域別比率

組入上位10銘柄　（組入全銘柄数  　　　）98
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基準価額変化の要因分析（1万口当たり）

ワールド・リート・オープン（毎月決算型）
追加型投信／内外／不動産投信

主要投資国のＳ＆Ｐ先進国ＲＥＩＴ指数（現地通貨建て）と為替レートの推移

4,366円
-

国・地域 リート要因 為替要因 小計

アメリカ -12円 -26円 -38円
カナダ -5円 -2円 -8円

オーストラリア 0円 -14円 -14円
ユーロ -2円 -0円 -2円

オランダ (-1円) - -
フランス (-0円) - -

ベルギー (-0円) - -
ドイツ (-0円) - -

イギリス -2円 -1円 -3円
シンガポール -1円 -2円 -3円

香港 -2円 -1円 -3円
日本 -0円 - -0円

小計 -23円 -46円 -70円

-1円

4,295円

前週末基準価額
支払分配金

信託報酬等
今週末基準価額

※上記の数値は、日々の資料を基に簡便法により試算した概算値であり、実際の基準価額の変化を正確に説明するものではありま
　 せん。また、各要因の数値は、円未満を四捨五入して表示しているため、その合計額は実際の小計額と異なることがあります。

（データ出所） 三菱東京UFJ銀行対顧客電信売買相場の仲値
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S&P先進国REIT指数の所有権及びその他一切の権利は、スタンダード＆プアーズ フィナンシャル サービシーズ エル エル シーが有して
います。国際投信投資顧問株式会社は、スタンダード＆プアーズ フィナンシャル サービシーズ エル エル シーとの間で同指数の算出・管
理に関する契約を締結しています。スタンダード＆プアーズ フィナンシャル サービシーズ エル エル シーは、同指数の算出にかかる誤謬
等に関し、いかなる者に対しても責任を負うものではありません。
（データ出所） S&P
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　【目的】
　　安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を目指して運用を行います。
　【特色】
    １　世界各国の上場不動産投資信託（リート）に分散投資します。
　　　　◆世界各国の様々な業種のリートに分散投資することで、リート自体が持つ分散効果が更に拡大され、特定の国、特定の業種の
　　　　　 景気変動の影響を受けるリスク等を分散・軽減する効果が期待されます。
　　　　◆リートの組入比率は、原則として高位を保ちます。
　　　　◆原則として、為替ヘッジは行いません。

　　２　ＭＳＩＭグループ*1の運用ノウハウを活用します。
　　　　  *1 モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・グループ

　　　　　ＭＳＩＭグループとは・・・
　　　　　世界各国に拠点を持つグローバル総合金融機関であるモルガン・スタンレー・グループの資産運用部門で、
　　　　　リート（不動産関連株式等を含みます。）運用において大手の資産運用グループのひとつです。

　　　　◆当ファンドにおける運用体制は以下の通りです。

　　　　◆ポートフォリオの構築は、トップダウン*5で国や地域、セクター配分等を決定し、ボトムアップ*6で個別銘柄を選定するという、
            ２つのアプローチ（運用手法）の融合によって行います。
　　　　◆相対的に割安で好配当が期待される銘柄に投資し、安定した配当利回り*7の確保と、値上がり益の獲得を目指します。
　　　　　*2 【MSIM（ロンドン）】
　　　　　　　モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・リミテッドに欧州地域の運用指図に関する権限を委託します。
　　　　　*3 【MSIM（米国）】
　　　　　　　モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・インクに資金配分および北米地域の運用指図に関する権限を委託します。
　　　　　*4 【MSIM（シンガポール）】
　　　　　　　モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・カンパニーにアジア・オセアニア地域（日本を含みます。）の運用指図に
　　　　　　　関する権限を委託します。
　　　　　*5 【トップダウン（・アプローチ）】
　　　　　　　運用方針の決定プロセスの一つです。まずマクロ分析により、景気、金利、為替といった経済全体に関わる要因を予測し、
　　　　　　　国別配分を決定し、次に株式、債券、為替などの資産別配分を決定し、具体的な組入れ銘柄を決定していく方法です。
　　　　　*6 【ボトムアップ（・アプローチ）】
　　　　　　　投資対象となる個別企業の調査、分析に裏付けられた投資判断をもとに銘柄選定を行い、その積み上げによりポートフォリオ
　　　　　　　を構築していく方法です。
　　　　　*7 【配当利回り】
　　　　　　　リートの価格に対する年間配当金の割合を示す指標であり、リートの価格水準の判断材料の一つとなります。

　資金動向や市況動向等によっては、特色１、特色２のような運用ができない場合があります。

　　３　毎月決算を行い、収益の分配を行います。
　　　　◆毎月１０日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を行います。
　　　　収益分配方針
          ・分配対象額の範囲は、経費控除後の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。
          ・委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して、分配金額を決定します。

　　　　将来の収益分配金の支払いおよびその金額について保証するものではなく、委託会社の判断により、分配を行わない場合もあります。

ファンドに係るリスクについて

基準価額は、組入有価証券等の値動きや為替相場の変動等により上下します。また、組入有価証券の発行者の経営・財務状況の変化
およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。したがって、投資信託は預貯金と異なり、投資元本が保証されているものではなく、
基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属します。
ファンドの基準価額の変動要因としては、主に「価格変動リスク」や「為替変動リスク」等があります。
※くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。

ワールド・リート・オープン（毎月決算型）
追加型投信／内外／不動産投信

ファンドの目的・特色
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ワールド・リート・オープン（毎月決算型）
追加型投信／内外／不動産投信

ファンドの目的・特色

■ファンドのしくみ：ファミリーファンド方式により運用を行います。
　 ●ファミリーファンド方式とは、受益者から投資された資金をまとめた投資信託をベビーファンドとし、その資金の全部または一部を
      マザーファンドに投資して、マザーファンドにおいて実質的な運用を行う仕組みです。
　 ●マザーファンドの運用は、ファンド・オブ・ファンズ*の形態で行います。
　　　*社団法人投資信託協会が定める規則（「投資信託等の運用に関する規則」第２条）に規定するファンド・オブ・ファンズをいいます。

（注）普通分配金に対する課税については、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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■委託会社　 国際投信投資顧問株式会社
　　　　　　　　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第３２６号
　　　　　　　　　加入協会：（社）投資信託協会／（社）日本証券投資顧問業協会
■受託会社   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
　　　　　　　　　（再信託受託会社：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）
■投資顧問会社　・モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・インク
　　　　　　　　　　　 ・モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・リミテッド
　　　　　　　　　　　 ・モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・カンパニー

■販売会社   販売会社の照会先は以下の通りです。
国際投信投資顧問株式会社
ＴＥＬ　０１２０－７５９３１１（フリーダイヤル）
受付時間／営業日の９：００～１７：００
ホームページ　ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.kokusai-am.co.jp

委託会社およびファンドの関係法人

　●価格変動リスク
      リートの価格は当該リートが組入れている不動産等の価値や賃料等に加え、様々な市場環境等の影響を受けます。
      当ファンドが組入れているリートの価格が上昇すれば当ファンドの基準価額の上昇要因となり、リートの価格が下落すれば当ファンド
      の基準価額の下落要因となります。
　●為替変動リスク
      当ファンドは、主に米ドル建、豪ドル建およびユーロ建等の有価証券に投資しています（ただし、これらに限定されるものではありま
      せん。）。投資している有価証券の発行通貨が円に対して強く（円安に）なれば当ファンドの基準価額の上昇要因となり、弱く（円高に）
      なれば当ファンドの基準価額の下落要因となります。
　●金利変動リスク
      金利上昇時にはリートの配当利回りの相対的な魅力が弱まるため、リートの価格が下落して当ファンドの基準価額の下落要因となる
      ことがあります。また、リートが資金調達を行う場合、金利上昇時には借入金負担が大きくなるため、リートの価格や配当率が下落し、
      当ファンドの基準価額の下落要因となることがあります。
　●信用リスク
      リートの倒産、財務状況または信用状況の悪化等の影響により、投資先のリートの価格が下落すれば、当ファンドの基準価額の
      下落要因となります。
　●流動性リスク
      有価証券等を売却あるいは購入しようとする際に、買い需要がなく売却不可能、あるいは売り供給がなく購入不可能等となるリスクの
      ことをいいます。例えば、市況動向や有価証券等の流通量等の状況、あるいは当ファンドの解約金額の規模によっては、組入有価
      証券等を市場実勢より低い価格で売却しなければならないケースが考えられ、この場合には当ファンドの基準価額の下落要因となり
      ます。一般的に、リートは市場規模や取引量が小さく、投資環境によっては機動的な売買が行えないことがあります。
　上記のリスクは主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。
　くわしくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

（当初元本１口＝１円）
「分配金受取コース」　　　　　 １０万口以上１万口単位または１０万円以上１円単位
「自動けいぞく投資コース」　　１０万円以上１円単位
（販売会社によりコースの名称が異なる場合があります。）
*自動けいぞく投資コースに係る収益分配金の再投資による購入については、１円単位とします。
*販売会社によっては、どちらか一方のみの取扱いとなる場合あるいは購入単位が異なる場合があります。
購入受付日の翌営業日の基準価額

販売会社が定める単位
換金受付日の翌営業日の基準価額
原則として、換金受付日から起算して５営業日目から、販売会社にてお支払いします。

ニューヨークの銀行、ニューヨーク証券取引所、オーストラリア証券取引所のいずれかが休業日の場合には、
購入・換金はできません。
当ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口の換金請求には制限を設ける場合があります。

無期限（平成１６年７月２日設定）
当ファンドの受益権の総口数が、当初設定時の１０分の１または３０億口を下回ることとなった場合等には、
繰上償還されることがあります。
毎月１０日（休業日の場合は翌営業日）
毎月（年１２回）、収益分配方針に基づいて分配を行います。
販売会社との契約により再投資することも可能です。
課税上の取扱いは株式投資信託となります。
※配当控除および益金不算入制度の適用はありません。

■お申込みメモ
【購入時】
  ●購入単位
 

　
　●購入価額
【換金時】
  ●換金単位
  ●換金価額
  ●換金代金
【申込について】
  ●申込不可日
　
　●換金制限
【その他】
  ●信託期間
  ●繰上償還

  ●決算日
  ●収益分配

  ●課税関係

お申込みの際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

ワールド・リート・オープン（毎月決算型）
追加型投信／内外／不動産投信

手続・手数料等 お申込みの際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

投資リスク
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ウィークリーレポート（販売用資料）

作成基準日:2012年3月23日

本資料に関してご留意頂きたい事項

本資料は国際投信投資顧問が作成した販売用資料です。投資信託の取得のお申込
みにあたっては、投資信託説明書（交付目論見書）を販売会社よりお渡ししますので
必ず内容をご確認の上、ご自身でご判断ください。なお、以下の点にもご留意くださ
い。

○投資信託は預金等や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の
保護の対象ではありません。
○銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償
の対象ではありません。
○本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将
来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、税金、手数料等
を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示すものではあり
ません。
○本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがありま
す。また、市況の変動等により、方針通りの運用が行われない場合もあります。
○本資料は信頼できると判断した情報等をもとに作成しておりますが、その正確性、
完全性等を保証するものではありません。

ワールド・リート・オープン（毎月決算型）
追加型投信／内外／不動産投信

手続・手数料等 お申込みの際は、必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用 　

信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

※運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、毎決算時または償還時に当ファンドから支払われます。

その他の費用・

手数料

運用管理費用

（信託報酬）
日々の純資産総額に対して、年率１．６２７５％（税込）をかけた額とします。

※監査費用以外のその他の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額

   または上限額等を記載することはできません。

監査費用、有価証券等の売買・保管、信託事務にかかる諸費用等についても当ファンドが負担します。

監査費用は、日々の純資産総額に対して、年率０．０１０５％（税込）をかけた額とします。

※実質的な主要投資対象である不動産投資信託には運用等にかかる費用が発生しますが、投資する不動産投資信託は固定

 　されていない等により、あらかじめ金額および上限等を記載することはできません。

※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することは

　 できません。

手数料率

上限２．１００％

（税込）

上限１．０５０％

（税込）

購入時手数料

購入金額（*2）に応じて

１億口（円）以上１千万口（円）未満

購入受付日の翌営業日の基準価額に対して、以下の手数料率がかかります。

（購入される販売会社により異なります。くわしくは、販売会社に確認してください。）

１千万口（円）以上

１億口（円）未満

（*1）購入代金＝（基準価額×購入口数）+購入時手数料　（*2）購入金額＝基準価額×購入口数

購入口数に応じて

購入代金（*1）に応じて
上限２．６２５％

（税込）
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ウィークリーレポート（販売用資料）

作成基準日：2012年3月23日

本資料に関してご留意頂きたい事項
本資料は国際投信投資顧問が作成した販売用資料です。投資信託の取得のお申込みにあたっては、投資信託説明書（交付目論見書）を販売会社より
お渡ししますので必ず内容をご確認の上、ご自身でご判断ください。なお、以下の点にもご留意ください。

○投資信託は預金等や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
○銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。
○本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、
　 税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示すものではありません。
○本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針通りの運用が行われない場合も
　 あります。
○本資料は信頼できると判断した情報等をもとに作成しておりますが、その正確性、完全性等を保証するものではありません。

ワールド・リート・オープン（毎月決算型）
追加型投信／内外／不動産投信

販売会社 お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。

登録番号
日本証券業

協会

社団法人

日本証券

投資顧問業

協会

社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○

今村証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第3号 ○ ○

宇都宮証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第32号 ○

エイチ・エス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第35号 ○ ○

エース証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第6号 ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社（ＳＭＡ専用） 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○

岡三オンライン証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第52号 ○ ○

かざか証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第58号 ○

カブドットコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○

木村証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第6号 ○

光世証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第14号 ○

坂本北陸証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第5号 ○

篠山証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第16号 ○

島大証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第6号 ○

株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第170号 ○

上光証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長（金商）第1号 ○

荘内証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第1号 ○

常陽証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1771号 ○

新大垣証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第11号 ○

新和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第97号 ○

スターツ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第99号 ○

大万証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第14号 ○

髙木証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第20号 ○

東武証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第120号 ○

内藤証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○

ニュース証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第138号 ○

ばんせい証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第148号 ○ ○

ＰＷＭ日本証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第50号 ○

ひびき証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第32号 ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

フィデリティ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第152号 ○

フィリップ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第127号 ○ ○

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第19号 ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○

丸八証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第20号 ○

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第175号 ○ ○

三津井証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第14号 ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

※今後、上記の販売会社については変更となる場合があります。

金融商品取引業者名
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○投資信託は預金等や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
○銀行等の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。
○本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、
　 税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示すものではありません。
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　 あります。
○本資料は信頼できると判断した情報等をもとに作成しておりますが、その正確性、完全性等を保証するものではありません。

ワールド・リート・オープン（毎月決算型）
追加型投信／内外／不動産投信

販売会社 お申込み・投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は、以下の販売会社へお申し出ください。

登録番号
日本証券業

協会

社団法人

日本証券

投資顧問業

協会

社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

明和證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第185号 ○

八幡証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第7号 ○

豊証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第21号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○

リーディング証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第78号 ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第199号 ○ ○

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○

株式会社秋田銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第2号 ○

株式会社西京銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第7号 ○

株式会社佐賀共栄銀行　 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第10号 ○

株式会社滋賀銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

株式会社ジャパンネット銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

株式会社荘内銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第6号 ○

スルガ銀行株式会社 登録金融機関 東海財務局長（登金）第8号 ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第61号 ○

株式会社筑邦銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第5号 ○

株式会社中京銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第17号 ○

株式会社東京都民銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第37号 ○ ○

株式会社トマト銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第11号 ○

株式会社長野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第63号 ○

株式会社南都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第15号 ○

株式会社東日本銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第52号 ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社福岡中央銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第14号 ○

株式会社福島銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第18号 ○

株式会社豊和銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第7号 ○

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○

楽天銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第609号 ○ ○

岡崎信用金庫 登録金融機関 東海財務局長（登金）第30号 ○

※今後、上記の販売会社については変更となる場合があります。
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